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2020県人事委員会勧告・報告
高齢層職員の生活と働きを軽視し、単純な国比較での独自号給の見直し提起は不当
若年層賃金抑制は、公民比較方式の見直し・初任給改善を行わない人事委員会こそ張本人
県人事委員会は12月16日、県議会議長と県知事に対して、2020年の「給与等に関する報告」を行いました。その概要は以下のとおりです。
＜報告のポイント＞

○月例給の改定なし

・月例給の公民給与の較差は △33円（△0.01％）
・給料表等の改定は見送り
＜報告の内容＞

１　職員給与と民間給与との比較
	職員の給与(A)
	民間の給与(B)
	較差(B)－(A)

	394,940円
	394,907円
	△33円(△0.01％)


２　本年の月例給の改定
公民給与の較差が小さく、給料表及び諸手当の適切な改定を行うことが困難であることから、改定なし
３　その他の給与上の課題
・国と比較して給料月額が高い号給等については水準を見直し、それに伴い生ずる給与原資を若年層職員等へ再配分することについて検討

・任命権者においても検討を行い、関係団体との調整を速やかに進めることを要請
４　公務運営（抜粋）
(1) 人材の確保・育成

ア　優秀な人材等の確保と採用制度

(ｱ) いわゆる就職氷河期世代の支援の一環として、人材確保に向けて採用し検討を見直し

(ｲ)インターネットの活用を推進

(ｳ) 身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者を対象とした選考を実施。任命権者には、計画的採用と配置に当たっての障がいの状況に応じた適切な配慮を要請

イ　人材育成とキャリア形成

(ｱ) 職員の実践能力の養成や専門性の向上には、ＯＪＴ、キャリア開発や専門性向上を意識した人事異動、研修、適正な人事評価を人材育成に活用することが重要。 (ｲ) 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向け、職員のキャリア開発に向けた研修の代替としてオンライン研修が実施されている。これを契機として、感染症対応に限らず、効果的な研修となるよう充実強化していくことが必要

ウ　多様な人材の活躍推進

　(ｱ) 「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」の令和３年4月の改定では、職員の意見を反映し、制度の面でも意識の面でも女性が活躍できる職場環境を実現し、仕事と家庭の両立支援制度の周知や意識啓発を行うことを期待

(ｲ) 障がいのある職員の活躍推進については、「障がい者活躍推進計画」により取組を行っているが、障がいのある職員が活躍できる組織の実現に向けた一層の取組を期待

(ｳ) 多様な人材の活躍推進に向けた環境整備のためには、テレワークなど多様で柔軟な働き方を推進することも重要。今後も柔軟な働き方の普及に注力されることを期待
(2) 働き方改革と勤務環境の整備

　ア　働き方改革による長時間労働是正等の取組

(ｱ) 任命権者において、時間外勤務時間の数値目標を達成できない状況等が生じる原因の分析及び検証を行い、災害等の事由を想定した体制の整備も含めた再発防止の取組をより一層推し進め、更なる長時間労働の是正に努めることを要請

(ｲ) 本県教育委員会において、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」の改正の改正等の趣旨を踏まえ、在校等時間を適切に把握するとともに、教員の負担軽減に向けた取組を着実に推し進めていくことを要請

イ　仕事と家庭の両立支援と職員が能力をより発揮できる勤務環境の整備

(ｱ) 両立支援と勤務環境の整備

 (ｲ) 「新しい生活様式」への対応

ウ　健康管理対策の推進

エ 職場におけるハラスメントの防止

オ　会計年度任用職員等の勤務条件

 (3) 定年の引上げ等、高齢層職員をめぐる状況

今後、国における詳細な制度設計等を注視しつつ、十分に検討していくことが必要
【2020勧告・報告の問題点】

１．なぜ非正規職員の報酬等の改善を提起しなかったのか！？
　〇4月時点の民間春闘の状況を踏まえると、常勤職員の較差が僅少であったことは首肯できますが、コロナ禍での職員の奮闘からすれば、落胆せざるを得ません。

　〇また、民間春闘では、有期・短時間・契約等労働者の賃上げの回答水準は、時給、月給ともに前年同時期を上回っており、会計年度任用職員の報酬等の改善を提起すべきでした。

２．長時間労働に対する危機意識が伝わってこない

〇コロナ対応により、4月以降昨年を上回る長時間・過重労働が多発しているにもかかわらず、そのことに触れず一般論的な記載に終始しています。

〇過労死水準の長時間労働については、労働基準監督機関としての役割を併せ持つ人事委員会としてより踏み込んだ報告があってしかるべきです。
３．オンライン研修だけでいいのか？～人材育成

　〇「オンライン研修」の充実強化が言われていますが、特に新採用研修等、狭義の研修内容だけでなく、そこで培われる人間的なつながりをも考慮すべきであり、安易に「コロナ後も」という発想は要注意です。
４．高齢層職員を犠牲にし、世代間の分断を招きかねない～県独自号給の見直し

〇報告の中で、「国と比較して給料月額が高い号給等については水準を見直し、それに伴い生ずる給与原資を若年層職員等へ再配分することについて、検討を進めることとします。 任命権者においても、検討を行い、関係団体との調整を速やかに進めることを求めます。」としています。これは、この数年確定闘争で当局が提案している給料表の県独自号給の見直しのことです。

〇この間当局が主張しているように、独自号給を廃止するということは、そこに在給している職員の賃金と引下げを意味します。それも1万円以上減の職員も少なくなく、引下げ者数は知事部局の全給料表で1,300人以上（2017年4月時点の統計）に上ります。
〇また、賃金引き下げということは、それを基礎額とする退職手当の引き下げにもなり、生涯賃金に大きな影響を及ぼします。
〇このような多くの職員の生活に大きな影響を及ぼす見直しは、客観的、科学的な根拠に基づく検証・検討のうえで行われるべきものです。

〇人事委員会は、外部の有識者３名の次の意見を根拠にしているようです。

①本県の給与カーブは、国と比較し高位の号給においてフラット化していない部分があり、年功的なものとなっている。このことは、職員の昇進意欲の喪失を招く要因にもなり得るため、能力・実績に応じた給与カーブへと見直す必要がある。

②東京が通勤圏にあり、近隣の自治体及び民間企業との採用活動が激化している中、優秀な人材の確保という観点からは、若年層に配慮した給与カーブに見直す必要がある

　〇はじめから、年功賃金や県の独自号給は「悪いこと」という前提での検討としか思えませんが、その理由が「号給数が国より多い」というだけではなく、様々な角度から検証・検討を行うべきです。

　〇「賃金カーブ」と言うならば、個々人の生涯賃金で検討すべきであり、全世代を一律に変更すれば、当然その犠牲は高齢層職員にしわ寄せされます。

〇また、単純に国との号給数の比較をしていますが、なぜ国は高位号給に在級率が低いのに、神奈川県は高いのか、まず、その原因から検証すべきです。

〇行１表で４・５・６・７級の国の高位号給の在級率は、県より号給数が少ないにもかかわらず、その在級率は総じて県より低くなっています。常識的に考えれば、国は高位号給に到達する前に、上位の級に昇格させているということです。国は6級で退職する職員が4割以上という説もあります。ちなみに、最高号給の在級率は、各級とも国の最高号給に合わせた場合、4級は国が3.8％、県が26.7％。5級は国が2.7％、県が29.9％。6級は国が2.8％、県が12.4％。7級は国が1.1％、県が36.9％でケタが一つ違います。

〇つまり、国は多くの職員が6級まで到達できる人材育成を行っているため、号給を増設することなく職員を処遇している。一方で、神奈川県は人材育成が十分でないため、高位号給に滞留しているということが言えます。人事委員会と当局は、その反省と改善の方向性を示さず、結果の責任を高齢層職員に押し付けようとしているとしか思えません。「年功的＝昇進意欲の喪失」という短絡的・一面的な見方をすること自体、いかに人材育成を軽視しているかの証左です。

　〇また、「若年層に配慮した給与カーブ」と言いますが、これまで自治労県職労は、ア）若年層賃金の公民比較方法の国並み改善、イ）東京都や民間企業の初任給に追いつけるよう初任給格付けの4号引上げを求めてきましたが、人事委員会は一切対応してきませんでした。特に公民比較方法の改善は、国や他県と同様の比較方式にするだけのことで、人事委員会が決めればできることです。

　〇実は人事委員会自らが若年層職員の給与水準を抑制しておきながら、あたかも原因が高齢層職員の独自号給であるがごときのすり替えは、結果として世代間の分断を招きかねず、特にコロナ禍において職員が一丸となって奮闘している中にあっては、大変不適切な報告と言わざるを得ません。

